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令 和 ５ 年 度 上 尾 伊 奈 資 源 循 環 組 合 議 会 行 政 視 察 報 告 書  

 

令 和 ６ 年 ２ 月 ８ 日 （ 木 ）   

上 尾 伊 奈 資 源 循 環 組 合 議 会  

 

１  視 察 日 程  令 和 ５ 年 １ ０ 月 １ ９ 日 （ 木 ）・ ２ ０ 日 （ 金 ）  

 

２  視  察  地  長 野 県 長 野 市 ・ 新 潟 県 長 岡 市  

 

３  視 察 内 容  長 野 県 長 野 市  

       ・ な が の 環 境 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー  

       ・ 長 野 市 資 源 再 生 セ ン タ ー  

       ・ サ ン マ リ ー ン な が の  

       新 潟 県 長 岡 市  

       ・ 長 岡 市 生 ご み バ イ オ ガ ス 発 電 セ ン タ ー  

 

４  視 察 目 的  令 和 １ ５ 年 度 の ご み 広 域 施 設 の 稼 働 開 始 に 向 け て 、  

当 該 施 設 の 整 備 事 業 を 進 め る に あ た り 、 近 年 に 稼 働  

開 始 し た 施 設 を 見 学 し 、 今 後 の 施 設 整 備 の 参 考 と す  

る ほ か 、 ご み 広 域 処 理 を 行 っ て い る 職 員 の 経 験 を 直  

接 学 ぶ こ と で 、 ご み 広 域 処 理 に お け る 課 題 へ の 対 応  

に 生 か し 、 今 後 策 定 さ れ る 施 設 整 備 基 本 構 想 や 施 設  

整 備 基 本 計 画 の 検 討 に 資 す る こ と 。  

 

５  参  加  者  議    員  ７ 名  

執 行 部 等  ７ 名  

（ 正 副 管 理 者 、 事 務 局 職 員 ５ 名 ）  
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ながの環境エネルギーセンター（長野広域連合） 

 

１ 日 程 令和５年１０月１９日（木）午後１：１５～午後２：３０ 

 

２ 広域連合の概要 

  ・平成１２年４月に発足 

  ・構成団体は、長野市、須坂市、千曲市、坂城町、小布施町、 

高山村、信濃町、小川村及び飯綱町の９市町村 

  ・事業内容は、広域的ごみ処理のほか、老人福祉施設の運営や 

   スポーツ振興事業などを行っている。 

  ・意思決定機関は理事会（正副広域連合長及び理事８人） 

  ・議員定数は３０人（長野市１２人、各市３人、各町村２人） 

・委員会は総務委員会及び福祉環境委員会の２つ 

   

３ 施設の概要 

  処理方式 ストーカ式焼却炉、電気式（プラズマ）灰溶融炉 

  敷地面積 ４０，６７６．０３㎡ 

  延床面積 【工 場 棟】２０，９２４．３９㎡ 

       【管 理 棟】 ３，６２６．５４㎡ 

  処理能力 【焼 却 炉】１３５ｔ／日×３炉 

       【灰溶融炉】 ２２ｔ／日×２炉 

  発電設備 蒸気タービン発電機、定格出力７，９１０ｋＷ 

  煙突高さ ８０ｍ 

  供用開始 平成３１年３月 

 

４ 調査内容 

 (１) プラットホーム及びごみピット 

エアカーテンと高速２重シャッターにより、臭気の流出を防止しており、投入口は

８つ（自己搬入用は３つ）。１日当たりの搬入車両数は３００台／日（うち２００

台が収集車）、搬入量は３７０ｔである。容量は２，８００ｔ（７日分）で、処理に

当たっては、直近３日分の収集物を混ぜてごみ質の均一化を図っている。 
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 (２) 焼却炉及びボイラ 

約２時間で完全燃焼して灰化する。廃熱については、ボイラで蒸気を発生させて発

電するほか、配管内を循環する水を加熱して９０℃の温水とし、隣接するサンマリ

ーンながのに供給している。余剰電力は、施設運営会社が購入し、市内小中学校な

どに供給し、電力地産地消のモデル事業を行っている。 

 (３) 灰溶融炉 

焼却灰を溶融し、スラグとメタルに分離・資源化を行っており、スラグは長野県利

用基準を満たしており、ブロックやアスファルトの資材とするほか、１００円／ｔ

（メタルは１，０００円／ｋｇ）で売却している。（運営会社の収入） 

稼働１回につき、５５０～７００ｋＷを使用するため、売電のみの方が費用対効果

は良いが、施設建設当時は、灰溶融炉の設置が求められていた。 

 

５ 主な質疑応答 

 問 運営の収支状況はどうなっているのか。 

 答 運営管理についてはＤＢＯ方式であり、施設使用分以外の売電収入は運営会社の 

収入であるため、正確な金額は不明である。 

（推定額は年間約５億円、１８万ｋＷ／日）※施設分６～７万ｋＷ 

 

 問 ごみ袋は広域連合で販売しているのか。 

 答 全ての構成市町村が独自に販売しており、単価は異なる。 

 

 問 周辺の緑地帯は意識的に設けたのか。 

 答 敷地北側に区画整理済みの住宅地があるため、距離を確保するとともに、工場の 

操業音を減少させるため、残土を積み上げて緩衝帯とした。工場棟と住宅地の間は 

約１００メートルある。 

 

 問 土地の所有者は長野市か。 

 答 旧サンマリーンながのの敷地部分について借地を引き継いだほか、長野市の旧焼却 

場跡地については長野市から借りている。 

 

 ※ 質疑終了後、工場棟の見学を行った。  
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長野市資源再生センター（長野市） 

 

１ 日 程 令和５年１０月１９日（木）午後１：１５～午後３：３０ 

 

２ 市の概要 

 ・人  口 ３６６，２３１人（令和５年１０月１日現在） 

 ・行政面積 ８３４．８１㎢ 

 ・一般会計当初予算額 １，６１１億円（令和５年度） 

   

３ 施設の概要 

 ・資源化施設（不燃物破砕、資源物分別および処理） 

  処理能力 不燃ごみ：１５０ｔ／日（５Ｈ） 

       資源物 ： ２０ｔ／日 

  建設金額 ７５億円 

  供用開始 平成８年 

 ・プラスチック製容器包装圧縮梱包施設 

  処理能力 １０ｔ／日（５Ｈ）×２系統 

  建設金額 ６．１億円 

  供用開始 平成１６年 

 

４ 調査内容 

 (１) 資源化施設（不燃物破砕、資源物分別および処理） 

不燃物を回転式破砕機において破砕後、磁選機及び選別ふるいにより、鉄類、アル

ミ類、不燃物、可燃物に選別している。（鉄類２０％、アルミ類３％、その他７７％）

不燃物及び可燃物は隣接するエネルギーセンターに搬入して焼却している。 

平成３１年にピットで火災が発生したため、貯留量を９ｍから３ｍに減少させ、連

続１時間散水可能な貯水槽を設置したほか、赤外線感知による自動放水設備を設置

する予定。また、令和５年８月１５日深夜にコンベヤで小火が発生したため、蒸気

で酸素濃度を低下させて発火しにくくするとともに、４か所に火災検知器を設置し

ている。 
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 (２) プラスチック製容器包装圧縮梱包施設 

１日当たり２ｔ搬入されるプラスチック製容器包装を、コンベヤ上で手選別により

１０％程度混入している不適物（プラスチック製品等）を取り除いた後、圧縮梱包

機で圧縮して公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に引き渡し、ベンチ等に再

製されている。 

 

４ 主な質疑応答 

 問 不燃物にはプラスチックが含まれるのか。 

 答 柔らかいプラスチックは可燃物、硬いプラスチックは不燃物として分別している。 

   硬いプラスチックは不燃物としているが、破砕後に焼却している。 

 

 問 容器包装プラスチックは誰が分別しているのか。 

 答 異なる袋にして、市民に分別をお願いしているが、まだ区分がわからない方もいる。 

 

 問 ＰＥＴの売却に伴う収益はどうなっているか。 

答 売却価格は入札で決定しているが、令和４年度が１０万円／ｔ、令和５年度が 

５．５万円／ｔと変動幅が大きい。令和４年度は年間約５，０００万円である。 

 

 ※ 質疑終了後、工場棟の見学を行った。
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長野市営健康レクリエーションセンター サンマリーンながの 

（長野市） 
１ 日 程 令和５年１０月１９日（木）午後３：３０～午後４：３０ 

 

２ 施設の概要 

 ・サンマリーンながの 

 １階 各種プール（２５ｍ、ウォーキング、流水、造波、ウォータースライダーなど） 

  ２階 食堂・大広間、トレーニングルーム・スタジオ 

  ３階 大浴場・露天風呂 

 ・リサイクルプラザ 

  展示室（リサイクル広場）、リサイクル工作室、リサイクル活動室など 

 ※指定管理者（代表会社：（株）日本水泳振興会）による運営 

  建設金額は約６５億円、指定管理料は、１．３億円／年。 

 

３ 調査内容 

 ながの環境エネルギーセンターの排熱により加熱した温水を利用（熱交換）してプー

ルの水等を加温している。（水温３２℃、室温３３℃）平成３０年３月のリニューアル

オープン時点はながの環境エネルギーセンターの稼働前であったため、都市ガスにより

運営していたが、現在は都市ガスに比べて費用が１／５となっている。施設内の最大滞

留者数は１，２００人であるが、新型コロナの鎮静化を受けて利用者数は増加中である。 

 

４ 主な質疑応答 

 問 小中学校の部活動での利用はあるか。 

 答 部活動での利用はないが、市内５５校中１０校くらいが授業で利用している。 

   ５，６年生を中心に１校当たり１０時間（２時間×５日）、のべ６，０００人利用。 

   あくまでレジャー施設なので、スポーツ少年団などによる利用はなく、自主事業と 

してスイミング教室を行っている。 

 問 利益が期待できる分野は何か。 

 答 夏季のプールが最も期待できる。ただし、利用者数確保のため、利益度外視で１か 

月定期券（３，２４０円）も導入している。トレーニングルームは狭いため、利用 

者に待ってもらうことも多く、回転率が悪い。 
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 問 プールとトレーニングルームの利用者数の内訳は。 

 答 夏季はプール利用者が約９割だが、他の季節は約５割程度である。 

   （大浴場：プール：トレーニングルーム＝４：３：３） 

 問 市外在住の利用者の割合は。 

 答 新型コロナの関係で行っていたアンケート調査によると、夏季は利用者の約半数が 

市外在住であった。また、子育てパスポートの提示による割引なども行っている。 

 問 リサイクルプラザの利用者はいるか。 

 答 ２か月ごとに展示品を抽選により販売しているが、自転車の倍率が５０倍を超える 

など利用者の関心は高い。その他無償で配布している展示品もある。 
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長岡市生ごみバイオガス発電センター（長岡市） 

 

１ 日 程 令和５年１０月２０日（金）午後１：００～午後２：３０ 

 

２ 市の概要 

 ・人  口 ２５８，８００人（令和５年１０月１日現在） 

 ・行政面積 ８９１．０５㎢ 

 ・一般会計当初予算額 １，３００億円（令和５年度） 

   

 

３ 施設の概要 

  処理方式  湿式メタン発酵設備＋バイオガス発電設備 

  処理能力  ６５ｔ／日（発酵対象５５ｔ／日） 

  発電設備  バイオガス発電機、定格出力５６０ｋＷ 

  ガス発生量 約８，９００Ｎ㎥／日 

  発電量   約１２，３００ｋＷｈ／日 

  運転開始  平成２５年７月 

 

４ 調査内容 

(１) 施設規模 

 施設建設の目的は、焼却するごみの減量であり、資源物などを分別していった結果、

最後に残ったものが厨芥（生ごみ）であり、生ごみを資源化することで焼却するごみ

を減量するとともに、新たなエネルギー源として活用する方法を検討した。   

収集している可燃物８．５万ｔのうち、２万ｔが資源物、５千ｔが不燃物であり、

残りの６万ｔのうち、半分の３万ｔが生ごみであると仮定し、施設規模を２万ｔ／年  

（６５ｔ／日）とした。 

実際の回収量は、令和４年度実績で１．３万ｔ（３５ｔ／日）であり、約１／４は

同時回収している紙おむつなどのため、実際に発酵・発電に利用している生ごみは年

間１万ｔ（１世帯あたり１００ｋｇ／年、３００ｇ／日）である。 
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(２) メリット及びデメリット 

バイオマスの利用によるメリット及びデメリットは以下のとおりである。 

メリット デメリット 

①再生可能 

②カーボンニュートラルである 

③化学的エネルギーの追加が不要 

①２４時間３６５日の管理が必要 

②腐敗であるため、環境負荷がある 

③分別・収集にコストがかかる 

安定した発酵を行うためには、常に一定量の原料を追加し続ける必要があるため、

大きな貯留施設が必要となるため、貯留施設の容量は１２０ｔである。 

本施設稼働までは、可燃ごみを週３回収集していたが、現在は週２回が生ごみ、週

１回が可燃物となっている。ただし、週２回の収集では衛生上の問題が発生する（特

に夏季）ため、可燃物として生ごみを排出することも許容している。 

 (３) 調整槽及び発酵槽 

収集した生ごみに加水し、１週間程度調整槽において原料の濃度を調整した後、 

発酵槽において嫌気発酵し、バイオガス（メタンガスなど）を発生させる。発酵残渣

については、脱水機で脱水し、肥料として販売しているが、ほとんどは燃料として  

使用している。 

 (４) ガスホルダー及び発電機 

工期短縮及び経費節減のため、ガスホルダーはゴム製の２重のタンクとしており、

発酵槽で発生したバイオガスの濃度を均一化したうえで発電機に送り出している。 

発電した電力については、８８％をＦＩＴ制度により３９円／ｋＷで売電し、長岡

市と運営会社が５：５の割合で収入している。 

 

５ 主な質疑応答 

 問 建設費用はいくらか。 

 答 ＰＦＩ事業として、建設２年＋運営１５年で業者選定を行った結果、建設費用は 

１９億円となった。０．４～０．６億円／ｔであり、焼却施設よりも安価である。 

 問 売電で建設費用や運営費用は回収できるか。 

 答 ごみ減量が目的であり、分別して新しい用途・エネルギーを検討した結果である 

   ため、費用回収までは考えていない。費用面でのメリットとしては、新しく建設予

定の焼却施設が４１ｔ（現在が６５ｔ）とスケールダウンできること、最終処分場

の延命化が図れることが該当する。運営費用は１５年間で２８億円である。 
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 問 施設の設置可能な最小面積はどのくらいか。 

答 原料によっても必要となる規模が異なるため不明であるが、本施設は湿式中温であ

り、乾式とした場合には、更に必要面積は増加する。 

 問 耐用年数はどのくらいか。 

 答 初めての施設であり、発酵槽については下水汚泥を種菌として入れてから、一度も

開けておらず、どのような状況になっているかも不明なため、施設の耐用年数は不

明である。ただし、下水汚泥によるバイオガス発電施設の耐用年数は約３０年のた

め、本施設も同程度と考えている。 

 問 稼働率が６割とのことだが、木質バイオマスは考えていないのか。 

 答 廃棄物ごとに特徴があり、木材は細菌による分解ができないため、発酵の原料には

ならず、利用できない。 

 問 稼働前の想定よりも回収量が少ないようだが、回収量増加の方策はないのか。 

 答 回収量を増加させるため、分別のお願いはしているが、市民の利便性の観点からも

可燃物の袋に一定程度生ごみが混入することはやむを得ないと考えている。組成調

査を行ったところ、可燃物の袋に生ごみが１６％混入しているが、家庭系について

は７割が回収できているのに対して、事業系では４割にとどまっている。事業系の

生ごみ回収量を増やすため、手数料を下げた。 

（可燃物１，２００～１，５００円⇒生ごみ８００円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 


